
前提条件　：消費税H２６．４月に８％、Ｈ２７．１０月に１０％引き上げにより財源確保　　※引き上げは経済状況の好転が条件とされており、本格施行の時期については、実際の消費税引き上げ時期を踏まえて検討
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基本指針 ○ 基本指針・ニーズ調査票案提示

保育の必要性の認定基準

国の動き 確認制度

子ども・子育て支援新制度開始に向けての準備フロー（現時点での想定）

主な動き

２６年度２５年度

政
省
令
等
公
布

政
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等
作
成

資料７

国の動き 確認制度
　　

認可基準（幼保連携型・地域型）

地域子ども・子育て１３事業

費用・利用者負担 公定価格・利用者負担 　 　　○　公定価格 骨格提示 ／ 利用者負担の検討

中央区子ども・子
育て会議

★条例
　 施行

○
第１回

○
第３回

○
第４回

○
第５回

○
第６回

保育の実施等に関する条例
改正（必要に応じて）

　　　　　　　　　○
　　　　　　　第２回
　　（12月末or1月初
め）

（検　　　討）

新

制

度

政
省
令
等
公
布

政
省
令
等
作
成

公定価格の設定

↓
利用者負担等確定

資料７

子ども・子育て支
援事業計画

調査票
決定、
対象者
抽出
　↓
発送

計画素案

　　↓
都に報
告、調整

両計画
修正

 修正案 ★暫定
   計画
都へ提出

★確定版
都へ提出

地域型保育認可
基準

運営基準（確認制
度）

国の子ども・子育て会議において検討
★条例
   施行

・支給認定
（保育の必要性の
認定）
・利用者支援

国の子ども・子育て会議において検討 各規程発効
　 　　　　　　支給認定事務開始

利用調整・入所手続開始

　　・利用調整（保育必要度、本
人の希望、施設の利用状況等
に基づくコーディネー ト）につい
て検討

認可事務開始
・地域型保育事業者の認可基
準検討

・確認を受ける施設・事業の運
営基準
  検討

　　区における地域型保育の
　　あり方検討
 ・ 小規模保育
 ・ 家庭的保育（家庭福祉員）
 ・ 居宅訪問型保育
 ・ 事業所内保育

認可基準の条例案作成

運営基準条例案作成

　　　　検討

　　　　ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ配置準備

支給認定基準の検
討

　　　　　規程整備

　　　　　規程整備、
人材確保

　 条例確定

　 〃

ニーズ調査項目設定 回収、集計、結果分析、報告 需要計画（量見込）
検討　　                      計画
　　　　　　　　　　　　　　  素案
　　　　　　　　　　　　　　　↓
　　　　　　　　都に報告、調整

供給計画（確保
方策）案作成
任意項目作成

　　　　　　　　　　　　　　　最終案
　　　　　パブコメ、最終調整
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利用者支援
（ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ配置）

国での
検討

財源は安心こども基金で確保

区で補正
予算
（歳出・
 歳入）

導入 運用開始＜支給認定・確認関係テスト運用 運用開始
＜請求審査・
支払関係シス
テム＞

　　    利用調整 入所手続開始て検討

          システム仕様の検討用
          資料提示

　　　　　　　契約

区での仕様検討
（ベンダーと調整）

システム構築（区の独自カスタ
マイズ含む）

　　　　人材確保

テスト運用制度管理システム
（認定・
審査・支払システ
ム）の導入

【事務の流れ構築】
①保育の必要性の認定の申請受付　→　審査　→　支給認定証発行
②利用申込　→　利用調整　→　決定、契約
③確認申請受付　→　審査　→　確認、事業者情報登録・管理
④事業者からの委託費・給付費請求受付　→　審査　→　委託費・給付費
   の支払
⑤
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⑤国・都への交付金申請
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